
第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-6-1　維持期リハ（入院）③
療養病棟における看護職員がおこなうリハビリテーション活動

山口平成病院　

てらもと かおる

○寺本 かおる（看護師），藤川 真史，下村 順子，岡村 美鈴，神田 勇樹，立石 肇

［目的］
当病棟では、リハビリテーション ( 以下リハ ) 期限が長期化し算定期限超え（以下、維持期リハ）となった患
者が多い。「最近リハビリが減って寂しくなった」という声をきっかけに、リハ職員と連携を図り、看護職員
がおこなえるリハ活動を計画・実施した。実施したリハ活動が患者にどのような影響を与えたか検討したので
報告する。

［対象］
維持期リハとなった患者 22 人 ( 男性 12 人、女性 10 人 )

［方法］
調査期間：2018 年 12 月 1 日～ 2019 年 3 月 5 日
①当病棟の患者に関わっているリハ職員 14 人へのアンケート調査に基づき、リハ活動を計画。リハ職員の協
力で、看護職員に対し、患者の関節可動域（以下、ROM）訓練の動画やポジショニングの写真を作成、自主
学習・直接指導を受け活動を計画した。その他、座位訓練やレクリエーション活動を計画。
②活動実施前後の ROM、Functional Independence Measure（以下、FIM）、Barthel Index（以下、BI）の評
価を実施。
③実施後に患者、家族にアンケート調査を実施。

［結果］
ROM は対象者 9 人のうち 14 関節が改善、5 関節が悪化、37 関節が変化なしであった。FIM は 4 人向上、1
人低下、17 人変化なしであった。BI は 3 人向上、19 人変化なしであった。また患者・家族へのアンケート調
査では、「よかった」21 人、無回答 1 人であった。

［考察・結論］
看護職員主体でのリハ活動を行った結果、患者からも「体操しよう」と声が上がるなど朝昼夕の各勤務帯での
取り組みも可能となり、リハ活動を習慣化することができた。リハ職員との協働により患者の麻痺や拘縮の状
態をより深く理解することができ、個別性のある活動につながった。療養病棟では中心静脈栄養対応の方や気
管切開の方など入院が長期化するケースも散見される。今回の研究で維持期リハとなった患者に対して看護職
員が計画的にリハ活動を実施することが、身体機能および日常生活動作を改善し生活の質を向上させる可能性
が示唆された。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-6-2　維持期リハ（入院）③
医療区分の違いによるリハビリテーションの効果

1 すずかけヘルスケアホスピタル　リハビリテーション技術部，2 すずかけヘルスケアホスピタル　医局

ひらた ゆうや

○平田 祐也（理学療法士）1，宮内 良治 1，草部 拓馬 2

【目的】
 当院医療療養病棟では、医療の必要性が高く、リハビリテーション（以下リハビリ）が単位数、頻度の面で
積極的に行えない方や、回復期リハビリ病棟の入院対象外でリハビリを必要とする方へ在宅生活に向けて退院
支援を行っている。当院医療療養病棟の入院患者の医療の必要性は多岐にわたっているが、医療の必要性が高
い方でもリハビリによって日常生活動作の改善や、在宅復帰へ繋がることを経験している。今回、医療の必要
性を医療区分にて分け、リハビリの効果について比較したため、報告する。

【方法】
 当院医療療養病棟へ在宅復帰を目的として入院し、平成 28 年 4 月から平成 31 年 3 月までに退院した患者の
うち、リハビリを実施した 83 名を対象として医療区分 1 ～ 3 の 3 群に分け、それぞれの群にて年齢、在院日数、
入院時 Functional Independence Measure（以下 FIM）、退院時 FIM、FIM 利得、実施単位数、1 週間のリハ
ビリ介入日数、在宅復帰率、退院時要介護度を算出した。統計処理は 3 群間にて、在宅復帰率と退院時要介護
度はχ 2 乗検定、それ以外については Steel-Dwass 法により比較した。

【結果】
 1 週間のリハビリ介入日数に医療区分 1 と 2、2 と 3 の間で有意な差が認められたものの、それ以外では有意
な差は認められなかった。

【考察・結論】
 今回の研究ではリハビリを行うことで、医療の必要性が高い方であっても、低い方と同様にリハビリの効果
が得られることが示唆された。1 週間のリハビリ介入日数にて有意な差が得られた医療区分 2 では、疾患の発
症直後である患者が多く含まれたため、積極的なリハビリが実施されたと考えられる。厚生労働省によると、
医療療養病棟では単位数ではなく 1 週間の介入回数にて在宅復帰率の差が認められると報告されている。当院
医療療養病棟では、介入頻度が最も低い医療区分 3 であっても平均 6.3 日 / 週と高頻度であり、医療区分間で
リハビリの効果に差が生じなかった可能性がある。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-6-3　維持期リハ（入院）③
認知症高齢者の夜間覚醒に対する日光浴の効果

ヴィラ光陽　リハビリテーション課

はまの なおき

○浜野 真樹（理学療法士），戸田 公恵，平岡 典子，古川 達也，北 真奈美，武久 洋三

【目的】
当施設は 100 床の介護老名保健施設で、うち認知症専門棟が 40 床あり様々な認知症周辺症状 ( 以下 BPSD) を
有する。当施設では生活リズムの維持・改善に努めているが夜間覚醒される利用者も多い。また、覚醒後に弄
便行為等の不潔行為に至る等、夜勤者が対応に追われている。先行研究において、高照度光療法により認知症
患者の睡眠障害が改善したとの報告はあるが、機材・名員配置的な問題もあり導入は容易ではない。近年では
同様の効果として自然光を利用した日光浴が着目されているが研究は少ない。そこで、日光浴を利用し生活リ
ズムの改善を促すプログラムを検討した。

【対象】
当施設の認知症専門棟利用者のうち夜間覚醒及び不潔行為のある 9 名を選抜する。

【方法】
午前 10 時前後の 20 分間日光浴を行う。期間は 9 月 5 日より 4 週間で実施する。実施日の条件として、光量が
2500 lx 以上で雨天以外の日を選抜する。日光浴の効果の検証として日光浴開始 1 週間前～期間中の行動を記
録し、夜間覚醒回数の増減を比較する。その他の参考評価として、同期間の夜間不潔行為回数の比較及び、
BPSD 評価スケールである NPI-Q を一部改編したものを使用し、日光浴開始前と終了時に評価する。

【結果】
期間中 15 日間実施し、9 名中 4 名の夜間覚醒回数が改善、2 名は不変、3 名は改善がなかった。

【考察】
9 名中 4 名の夜間覚醒回数が改善した。夜間睡眠にはメラトニンが関与していると報告されている。太陽光に
より網膜を介して松果体が刺激された後、夜間にメラトニンが分泌増加したことで、夜間覚醒が改善した可能
性が示唆された。しかし、3 名は効果がなかった。易興奮性や皮膚掻痒傾向が混在しており、不快刺激によっ
て交感神経系が優位となり夜間覚醒回数が改善しなかった可能性がある。今後は、さらに日光浴の方法や対象
者を検討すると共に全体母数を増やし、日光浴の効果を検証していく。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-6-4　維持期リハ（入院）③
積層マットレス上でのポジショニングの筋緊張緩和効果 : 20 分 version（第三報）

1 平成記念病院　リハビリテーション科，2 ケアホーム豊中

こいで なおき

○小出 直樹（作業療法士）1，岩井 なぎさ 1，藤井 孝 2，西岡 大毅 1，隠田 良祐 1，築山 真希 1，石本 知一 1

【はじめに】
 療養病棟では四肢・体幹に異常筋緊張がある方が多い。第一報では、「障害老人の日常生活自立度判定基準」（以
下「自立度」）C2 の方を対象に、第二報では B2 の方を対象に、積層した低反発マットレス上で 40 分臥床し、
筋緊張、筋硬度に改善があったことを報告した。今回は第三報として、臥床時間を 20 分に短縮し C2 の方を
対象に同様の効果が得られるのかを検証した。
 

【方法】
 対象者に 4 枚に積層した低反発マットレス上でポジショングし臥床した。1 回目は 20 分間臥床し、2 回目は
別日に同一環境下で 40 分間臥床した。臥床の前後で筋緊張（改訂版モディファイドアシュワーススケール、
以下 MAS）、筋硬度を臥位で測定し変化を比較した。また、臥床時間の違いによる各測定項目の改善の程度を
比較した。統計解析には統計解析ソフト R version2.8 を用い、有意水準を 5％未満とした。尚、本研究は当院
倫理規定に則り、患者・家族に説明し同意を得た。
 

【結果】
 今回実施した対象者は「自立度」が C2 の 8 名（平均年齢 89.2 歳、FIM 平均 19.3 点）となった。
結果、筋硬度は 20 分、40 分ともに測定したほとんどの部位で有意に改善した。筋緊張は 20 分、40 分ともに
上肢の多くで有意な改善があった。いずれの測定項目でも臥床時間の違いによる改善の程度に有意な差はな
かった。
 

【考察】
 第一報、第二報と同様、積層した低反発マットレスへの臥床は筋硬度、筋緊張の改善があった。これはポジショ
ニングによる四肢・体幹筋のリラクセーション効果があったと示唆された。また、臥床時間の違いによる改善
の程度に有意な差はなく、20 分の臥床でも 40 分と同等の効果があることが示唆された。今後はさらに臥床時
間の条件やマットレスの条件による違いを比較し、日頃のリハビリテーション治療としての実用性を検証して
いきたい。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-6-5　維持期リハ（入院）③
老健施設退所者が使用していた移動補助具について

介護老人保健施設　老健ふじさか　リハビリテーション科

すぎた ともや

○杉田 友也（作業療法士），青木 裕介，岡田 在郎，西村 純子，前川 恵子

【はじめに】
介護老人保健施設老健ふじさか（以下当施設と略）は 80 床の老健である。適した移動補助具を使用すること
で転倒のリスクを減らすことができるため、利用者が在宅に戻るにあたり、移動補助具の選定と移動の自立度
は一つのポイントであると考える。退所した利用者が使用していた移動補助具について調査した。

【方法】
平成 30 年度の当施設を退所した利用者を対象とした。数名は、同年度内に複数回退所した。在宅と他施設へ
退所した利用者については退所先での移動補助具を、入院により退所した利用者については退所した時点で使
用していた移動補助具について検討した。

【結果】
在宅と施設に退所した利用者が使用していた移動補助具は、手すり、T 字杖、車椅子が多かった。入院のため
退所となった利用者は車椅子を使用していることが多かった。

【考察】
入院のため、当施設を退所することになってしまった利用者が、移動補助具に車椅子を使用することが多かっ
た理由としては、病状が安定せず積極的な歩行訓練ができなかったことが要因の一つに考えられる。入院によ
り退所した利用者が、再入所し、在宅に退所したケースも見られたことから、病状の安定を第一に考え、その
上で、安全で実用的な移動方法を検討することが肝要だと考える。移動補助具を選定する際に、セラピストは、
利用者の身体機能、住宅環境、疾患、介助量、転倒リスク等を考慮する。当施設内での移動方法や機能訓練の
道具として移動補助具を選定することもある。利用者の歩行能力の変化と共に、移動補助具を変更することも
ある。在宅に退所した利用者が、自宅の環境により手すりや T 字杖を使用していたことが多いことから、自
宅の環境を調査する入所時、退所後訪問の重要性を再確認できた。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-6-6　維持期リハ（入院）③
両大腿切断患者に対し、リハビリテーション終了後も看護部協力の下で ADL 能力・精神状態が
維持できた症例

1 清恵会三宝病院　理学療法科，2 清恵会三宝病院　看護部，3 神戸学院大学　総合リハビリテーション学部

たにわき まさき

○谷脇 正規（理学療法士）1，酒井 香苗 1，林 誠二 1，中西 信敬 1，新垣 さと子 2，村尾 浩 3

【はじめに】
当院では、在宅復帰が出来ず入院を継続することになった病棟入院療養患者に対して、リハビリテーション（以
下リハ）中に獲得した ADL 能力が低下しないように、看護部協力の下で運動や動作指導を継続して行っている。
患者本人と目的を共有することにより ADL 能力・精神状態が維持できた症例を経験したので報告する。

【症例】
74 歳男性。慢性腎不全。68 歳より慢性維持透析を開始。20XX 年 2 月に阻血性壊死により左大腿切断、同年 6
月 2 日にも阻血性壊死により右大腿切断を施行される。[ 精神・心理機能 ] 両下肢の切断以降、動けないこと
に不安や焦りを感じていた。悲観的な発言が頻繁に聞かれていた。[Self-rating Depression Scale（以下
SDS）] 57 点。本人と移乗動作を獲得することを目的にリハを行った。
 [ リハ終了時 FIM]53 点（運動 29 点、認知 24 点）。[ 動作能力 ] 起居動作修正自立、移乗動作時トランスファー
ボード（以下ボード）を使用して近位監視レベル。体調不良等もあり、ボードの操作方法は定着しなかった。
 [ 動作指導内容 ] 離床時本人よりナースコールを押してもらい、看護師近位監視のもとボードを使用して移乗
動作の実施を促す。ボードの向きや差し込み位置なども随時指導して実施する。
[20XX+1 年 3 月 FIM]52 点（運動 27 点、認知 25 点）、遠位監視のもと移乗動作を実施できている。車椅子へ
の移乗機会は維持できており、談話室でのテレビ鑑賞や他患者との交流、リハ室へ来室されることも多くなっ
た。当初聞かれていた発言は現在聞かれなくなり、笑顔も増えた。[SDS]37 点

【考察】
透析患者は多様な身体的症状に加え社会参加の制約を有することから、これに基づく不安、抑うつ状態をきた
しやすいと言われている。本症例に対してリハ終了時に看護部と協力して離床機会を維持し、目的を本人と共
有したことが、ADL 能力の維持、精神状態の安定化に繋がったと考える。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-7-1　維持期リハ（入院）④
足趾把持力がバランス能力および基本的生活動作に与える影響について

1 ナカムラ病院　リハビリテーション科，2 広島都市学園大学

たなか れいこ

○田中 玲子（理学療法士）1，山口 菜緒 1，迫井 瑞樹 1，隴本 躍子 1，中村 萌子 1，笹谷 奈緒美 1，平岩 和美 2，
平尾 文 2

【はじめに・目的】高齢者の転倒は寝たきりや要介護状態の要因となり、高齢者の健康増進とともに転倒予防
対策が急務となっている。転倒の危険因子として、加齢に伴うさまざまな機能低下が挙げられるが、今回はバ
ランス機能の低下に着目した。本研究では、高齢者の身体機能低下の詳細を、足趾把持力・バランス能力、基
本的生活動作能力の関連性をみることにより明らかとする。

【方法】対象は老健施設入所中の認知症高齢者 71 名（男性 22 名、女性 49 名、平均年齢 83.3 ± 7.6 歳）、歩行
あるいは立位保持可能な車椅子レベル、かつ機器での測定が完遂可能な者とした。測定項目は足趾把持力、バ
ランス能力 Berg Balance Scale（以下 BBS）、基本的生活動作（Basic Activity of Daily Living：BADL）の評
価である Barthel Index （以下 BI）との関連性について検討した。足趾把持力については足趾筋力測定器（竹
井機器工業Ⅱ T.K.K3364）を使用し、測定肢位は椅子座位にて股・膝関節 90°屈曲位、足関節底背屈 0°とし、
左右それぞれ二回測定し最大値を分析に用いた。統計分析としてピアソンの相関分析を用い、有意水準を 5％
とした。

【説明と同意】対象者に対し研究の概要と目的について説明を行い、書面で同意を得た。なお、本研究は広島
都市学園大学、医療法人 PIA の倫理委員会において承認（承認番号 2017003 号）を得た。

【結果】足趾把持力と BBS 間で、r=0.31、p ＝ 0.009、足趾把持力と BI 間で、r=0.32、p ＝ 0.005、BBS と BI
間で r ＝ 0.62、p ＜ 0.001 となり有意な正の相関をみとめた。

【考察】得られた結果から、足趾把持力とバランス能力および BADL の間には関連があることが示された。こ
のことから、足趾筋力向上を図ることがバランス能力向上に寄与する、と推論される。そのため、バランス能
力が低下している対象者に足趾筋力を強化する訓練を行うことで、転倒予防となり、BADL の向上につなが
る可能性がある。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-7-2　維持期リハ（入院）④
姿勢の変化が握力の数値とその他の身体機能に与える影響

南多摩病院　リハビリテーション科

みわ まき

○三輪 真紀（理学療法士），田井 啓太，安藤 一哲，原島 朗，瀬戸 景子，倉田 考徳，井出 大

【目的】握力は様々な身体機能評価と関連し簡便に測定可能な評価であり，臨床で頻繁に用いられる指標である．
しかし，入院中の高齢者は立位姿勢を取ることが困難であるため，座位や臥位での握力測定を余儀なくされる
が，座位や臥位の握力の数値とその他の身体機能指標との関連を検討した論文は少ない．そこで，本研究は臥
位における握力の数値がその他の身体機能評価と関連するかを検討した．

【方法】対象は，健常者 32 人（男性 10 人 平均 27.8 歳，女性 22 人 平均 24.5 歳）とした．測定項目は，立位・
仰臥位での握力と膝関節伸展筋力，上腕周径，下腿周径とした．握力はグリップ D（竹井機器工業株式会社：
T.K.K5401）を使用し利き手で2回測定した内の最大値を解析に用いた．膝関節伸展筋力は筋力計ミュータス（ア
ニマ株式会社：μ Tas-F100）のハンドヘルドダイナモメーター（以下：HHD）を使用した．関節裂隙から
HHD 中央値の距離を用いたモーメントを算出し，利き足で 2 回等尺性膝伸展筋力を測定した．解析には，最
大値を使用してその値を体重で除した．上腕，下腿周径の測定は利き手・利き足で測定を行い最大周径を解析
に用いた．統計学的解析は各測定肢位での握力の数値と膝関節伸展筋力，上腕・下腿周径の数値間でスピアマ
ンの相関分析を行い，有意水準は 5% とした．

【結果】立位での握力の数値は膝関節伸展筋力，上腕周径，下腿周径と有意な相関を認めた．臥位での握力の
数値も立位と同様の有意な相関を認めた．

【考察】先行研究では立位での握力の数値とその他の身体機能との関連が報告されているが，本研究結果から
は臥位の握力の数値と他の身体機能も関連すると示された．立位が困難な高齢者や身体活動制限を有する患者
でも，臥位での握力結果を立位での身体機能評価結果と同様な指標として代用できることが示唆された．今後
は入院高齢患者を研究対象とし，臨床応用させていきたい．



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-7-3　維持期リハ（入院）④
関節可動域訓練に対する疑問 
～維持期リハビリにおいて、より効果的な訓練を求めて～

おおやま病院　リハビリテーション科

ほりた まさひろ

○堀田 将博（作業療法士），井澤 伸吾，山本 馨，谷口 未来，中山 聡，岸 弘和

＜はじめに＞
維持期リハビリにおいて、リハビリ対象のほぼ全患者が、なんらかの関節に問題を抱え、関節可動域訓練を行っ
ている。ところが実際は治療に難渋し、改善に至る症例は少ない。
 そこで、血流促進効果のある温熱療法（ホットパック：以下 HP）を併用し、関節可動域訓練を行う事で、効
果的な結果を得られる事が可能か、実施したので報告する。
 
＜対象＞
膝関節に筋性拘縮を有する患者 27 名。TKA 等の人工関節、外傷による明らかな関節変形、皮膚疾患を有する
ものは除外とする。
 
＜方法＞
・期間は 2018 年 11 月 1 日～ 12 月 29 日の 2 ヶ月間。
・膝関節伸展方向の可動域を、訓練前・後に測定を行う。（測定は左右の制限の大きい側とする）。
・訓練前に測定後、HP を大腿後面から下腿後面に 15 分間施行し、関節可動域訓練を最低 5 回以上、最大伸展
位にて伸張を加え、訓練後の測定を行う。
・27 名の内、6 名は HP を施行しない回も別日に設け、同様に測定する。
・あくまで通常業務の一環で過度な介入は避け、倫理的に問題の無いよう行う。
 
＜結果＞
・HP を使用する事で、27 名中 18 名で訓練前後の数値が優位な結果を得られた。
・先に述べた 27 名の内 6 名においては、HP 使用することで 3 名が前後の数値に優位な結果を得られた。
・27 名の内 6 名で HP 施行せずに、優位差が出たのは 1 名のみであった。
・期間中で拘縮が優位に改善した例は見られなかった。
 
＜考察＞
・様々な要因で完成された拘縮に対しても HP を使用する事で、筋収縮の影響を取り除く事が可能であり、一
時的ではあるが可動域の改善につながったと考える。
・今回、HP による血流促進により低酸素状態を改善でき、拘縮も改善できるのではないかと考え訓練を行っ
たが、根本的な拘縮の改善には至らなかった。
  ・拘縮は予防が重要で、今回 2 ヶ月間では改善しなかった事からより多くの時間、労力が必要になる事が考
えられる。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-7-4　維持期リハ（入院）④
胸郭拡張差が経皮的二酸化炭素分圧 (PtCO2）に与える影響と胸郭可動域訓練の有用性について

医療法人敬愛会　中江病院　リハビリテーション部

かみぞの ゆうじ

○上薗 裕二（作業療法士）

はじめに
剣状突起周径の拡張差は胸郭全体の可動域を反映し , 同拡張差は肺活量に影響する。また , 長期酸素療法下では ,
低換気と長期的な生理学的反応で , 高二酸化炭素血症となる事が報告されている。しかし , 胸郭拡張差と
PtCO2 の相関や PtCO2 に対する胸郭可動域訓練の有用性を検討した報告は少ない。そこで , 胸郭拡張差と
PtCO2 の相関について比較検討した。加えて , 胸郭可動域訓練を追加実施した群と通常訓練群に分け、PtCO
の改善について比較検討し , 有意な差があったので報告する。
 
対象
中江病院療養病棟に入院する患者 48 名（性別 男性 29 名 女性 21 名 , 平均±標準偏差：入院日数 175 ± 21, 年
齢 83 ± 8.6, FIM 34.8 ± 16.1 ）
 
方法
胸郭拡張差は , 仰臥位でテープメジャー（1 ｍｍ単位）を用いて測定した。安静吸気と安静呼気の剣状突起周
径を 3 回測定し , 平均値を採用した。PtCO2 は , 経皮ガスモニタ センテック デジタル モニター システム

（SenTec 社）を用いて , 安静仰臥位で 1 分間の平均値を採用した。
 
統計
被験者を人工呼吸器 , 気管切開 , 気道管理なしの 3 群に分類し , 胸郭拡張差と PtCO2 の相関を検討した。群間
比較では分散分析を行い , 群間での関連について比較検討した。加えて , 胸郭可動域訓練を追加実施した群と
通常訓練群を無作為に分類し , 比較検討した。
 
結果
胸郭拡張差が大きい ,FIM 点数が高い , 年齢が低いほど PtCO2 が低くなる事について強い相関があった。また ,
グループ間比較では ,PtCO2 とグループ間に有意な差はなかった。また胸郭可動域訓練を追加実施した群で
は ,PtCO2 が低下する事と胸郭拡張差が拡大する事に有意な差があった。
 
考察
結果から , 胸郭拡張差の測定は ,PtCO2 や低換気の指標となる事が示唆された。簡便で非侵襲的な評価方法で
あり , 継続的な測定が有用と考えられた。また , 呼吸管理の有無に関わらず療養病棟患者に対して ,PtCO2 や低
換気の改善を目的に胸廓可動域訓練を行う事は有用と考えられた。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-7-5　維持期リハ（入院）④
嗅覚刺激による転倒リスク改善について～ BBS・TUG を比較して～

1 南淡路病院　リハビリテーション科，2 南淡路病院　診療部

かりべ なおとし

○苅部 直寿（作業療法士）1，村上 麻美 1，森高 菜摘 1，澤田 優莉花 1，伊井 邦雄 2

【目的】
　当施設において Berg Blance Scale（以下 BBS）、Timed Up ＆ Go Test（以下 TUG）で転倒リスクのみら
れる入所者が多い。そこでバランス能力向上について有効とされているラベンダーを用いたアロマセラピーの
有用性についての検証を行った。

【対象】
　対象は BBS45 点以下もしくは TUG16 秒以上の当施設入所者 10 名（男性 4 名、女性 6 名、平均年齢 85 ± 8.8
歳、Barthel Index 平均 60 ± 18.1 点：部分介助レベル）を対象とした。なお、本研究は当施設倫理規定に則り、
個人情報保護に十分な配慮を行った。　　

【方法】
①介入内容：週 2 回バランス練習を取り入れたリハビリテーション実施時に嗅覚刺激（ラベンダー精油）をディ
フューザー（アロマ拡散器具）で 20 分間行い、さらに週 3 回ラベンダー精油を含ませたティッシュを対象者
の枕元に置き、嗅覚刺激を行う。
②実施期間：平成 30 年 6 月 3 日～ 6 月 30 日。
③評価方法：上記のバランス練習と嗅覚刺激を併用した群 (n=5) と、バランス練習のみを行った群 (n=5) の
BBS、TUG の改善度を Mann-Whitney 検定にて比較し統計的有意水準は 5% 未満とした。

【結果】
BBS は特に単独群と比べ使用群の前方リーチで 3 ± 0.8 点、方向転換で 2 ± 0.6 点改善がみられた。
しかし P=0.84 となり有意差はみられなかった。
TUG では単独群と比べ併用群で平均併用群平均 6.2 秒± 2.1 秒の時間短縮がみられ、併用群でより有意な時間
短縮が得られた。

【考察】
嗅覚刺激を行うことで一次嗅覚皮質さらに島皮質、視床、扁桃体、海馬が刺激され重心動揺の改善がみられた
という先行研究がある。今回、同様に嗅覚刺激が脳へ作用しバランス機能の向上に繋がったのではないかと考
えられる。さらに嗅覚刺激を継続的に行うことで今回の治療において良好な影響を得やすいことが示唆された。
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2-7-6　維持期リハ（入院）④
脳梗塞後に長期臥床となった超高齢事例の理学療法を経験して

秋津鴻池病院

かわもと ひなこ

○川本 雛子（理学療法士），神田 孝祐，置田 諒，西田 宗幹

【はじめに】今回、脳梗塞発症後、約 3 ヶ月間に及ぶ絶食・安静臥床となった超高齢者に対し、積極的な歩行
練習を実施することで移乗の介助量の軽減を認めた為、その経過を報告する。

【事例紹介】90 歳左片麻痺の女性。X–4 ヶ月に尿路感染症により他院入院。X–3 か月に脳梗塞発症 ( 右中大脳
動脈・後大脳動脈 )。意識障害が遷延化し、長期間の安静臥床・絶食に至り X 月に当院の療養病棟に転院、理
学療法 (PT) 開始となった。

【初期評価】GCS は E4,V4,M6、MMSE は 14 点、左半側空間無視、右眼左側半盲、左眼全盲を認めた。関節
可動域測定 (°,R/L) は膝関節伸展 -5/-10、足関節背屈（膝関節伸展位）5/0、（屈曲位）-10/-10、徒手筋力検査 (MMT)
は腹直筋 2、腸腰筋 3/2、大腿四頭筋 3/2、前脛骨筋 3/2 、BRS は左上肢Ⅱ・手指Ⅳ・下肢Ⅲであった。ADL
は起居全介助、移乗全介助であった。

【経過および結果】本事例は超高齢で臥床期間が長期であったが、著明な関節可動域制限はなく疎通可能であり、
積極的に運動療法を実施することで移乗介助量の軽減が図れると判断した。PT は右下肢に膝装具、左下肢に
長下肢装具 (LLB) を使用した全介助歩行の練習を 1 日 30 分間実施した。X+3 ヶ月後、歩行は右下肢膝折れの
消失と右下肢振り出しが出現し、膝装具の離脱が可能となった。X+6 ヶ月には MMT は腹直筋３、腸腰筋３
/3、大腿四頭筋４/ ３、前脛骨筋３/ ２、BRS は左上肢Ⅳ、手指Ⅵ、下肢Ⅳと改善を認め、起居は全介助、移
乗は両下肢の支持性が向上し、中等度介助にて可能となった。

【考察】門脇らは慢性期の重度片麻痺を有す 50 歳代に対し、LLB を用いた歩行練習を実施し監視歩行を獲得
した重度片麻痺の事例を報告している。本事例は超高齢、長期臥床にも関わらず過去の報告と同様に麻痺の改
善と下肢筋力の増強を認めた。このことから脳梗塞後遺症と重度の廃用症候群を有す超高齢の事例に対し装具
療法が下肢・体幹の筋力増強に有効である可能性が示唆された。
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2-7-7　維持期リハ（入院）④
間質性肺炎と整形外科疾患により入退院を繰り返した症例 
～影響の大きかった腰部痛を乗り越え在宅生活へ～

中谷病院　リハビリテーション科

やすだ たくお

○安田 拓生（理学療法士），堀内 仁，大澤 健

【はじめに】
今回、既往に間質性肺炎があり、12 月に急性腰痛症と翌年 4 月に腰椎圧迫骨折による疼痛のため、入退院を
繰り返した症例を担当させていただく機会を得たので報告する。

【症例紹介】
症例：76 歳女性 診断名：急性腰痛症及び第 4 腰椎圧迫骨折 既往歴：強皮症による間質性肺炎 腰部脊柱間狭
窄症 主訴：腰が痛い HOPE：自宅でトイレまで歩けるようになりたい NEED：疼痛の軽減 歩行の耐久性向上 
動作の安定性向上 全体像：コミュニケーションは良好で、リハビリには積極的である。7 年前から在宅酸素療
法を導入しており、経鼻カニューレより酸素を投与している。

【経過】
入院時、疼痛の訴えが強く、起き上がり動作から要介助であった。疼痛の訴えは、動作時に腰部から左大腿部
に強くあり、GMT でも 3 レベルと筋力低下が生じていたため、筋力低下による疼痛の出現と考え治療を始めた。
動作時には、疼痛の影響で息こらえや呼気の減弱があったため、間質性肺炎の影響もあり SpO2 の低下が生じ
た。そのため活動量が上がらず、疼痛の増大もあり、動作レベルの回復に時間を要したが、退院時にはシルバー
カーを使用した屋内歩行が自立となり、在宅復帰となった。
 【考察】
本症例は、整形外科疾患に加え呼吸器疾患も既往しているため、状態に合わせて、治療プログラムの変更を行
うことで、動作レベルの回復に繋がったと考える。また、退院前には家屋調査や退院調整会議を実施し、ケア
マネージャーや訪問看護、訪問介護等、多職種との連携を進めたことによって、住み慣れた環境での在宅復帰
が実現できたと考える。今後も、呼吸器疾患の増悪に伴い、再入院となる可能性もあるため、多職種間での協
働ならびに連携が重要になると考える。
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2-8-1　維持期リハ（入院）⑤
当院医療療養病棟における自宅退院に関与する因子の検証

泉佐野優人会病院　リハビリテーション科

おりみ しゅんぺい

○折見 俊平（理学療法士），泉谷 佑美，奥垣 凌太，坂下 友亮，高祖 ふづき，加藤 寛

【はじめに】
 医療療養病棟においても患者や家族が自宅復帰を希望されることは多い。梶原らは、医療療養病棟における
高齢者廃用症候群の自宅退院に影響する因子として、前・後期高齢者と超高齢者で検討した結果を報告してい
る (2015)。しかし、医療療養病棟における自宅退院に関与する因子を検証した報告は少ないため、それらを検
証し、支援をするうえでの一助としたい。

【方法】
 対象は、2017 年 4 月から 2018 年 3 月までの期間、当院の医療療養病棟から退院した患者 187 名とした。在院
日数が 14 日未満または 1 年以上の患者、転院や死亡により退院した患者は除外した。
患者の退院先、年齢、性別、在院日数、入院時・退院時の Functional Independence Measure( 以下、FIM) を
調査した。
FIM は①食事②更衣 ( 上半身・下半身 ) ③トイレ動作・移乗④排尿・排便コントロール⑤移動⑥認知の項目群
に分類した。
退院先に応じて患者を自宅群と施設群の 2 群に分け、それぞれの調査結果を比較検証した。また、自宅退院に
関与する因子を求めるため、目的変数を退院先、説明変数を年齢、性別、在院日数、退院時 FIM として、ロ
ジスティク回帰分析を行った。統計ソフトは R-2.8.1 を使用した。
本研究はヘルシンキ宣言、並びに当院倫理規定に則って行った。

【結果】
自宅群 92 名、施設群 95 名であった。性別以外の全ての項目において有意差を認めた (P<0.05)。FIM の食事と
更衣の数値が高いと自宅退院である確率が高くなるという結果となった (P<0.05)。

【考察】
 経口摂取が可能であることや、食事や更衣の介助量が少ないことが自宅退院に影響していると示唆された。
併存疾患や同居家族の影響も大きいと考えられるため、今後はそれらを含めた検証を行っていきたい。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-8-2　維持期リハ（入院）⑤
当院療養病棟透析患者のうちリハビリテーション対象者における在宅復帰に関与する要因の調査

1 清恵会三宝病院　総合リハビリテーション　理学療法科，2 神戸学院大学　総合リハビリテーション学部

さかい かな

○酒井 香苗（理学療法士）1，林 誠二 1，中西 信敬 1，村尾 浩 2

【はじめに】透析患者の在宅復帰には社会的背景などの環境因子が一要因となることは先行研究でも明らかだ
が、その他の要因を明らかにするべく、当院入院透析患者においてリハビリテーション（以下リハ）終了後に
在宅復帰に至る患者と至らない患者についてその要因の調査を行った。透析患者は低栄養、筋肉量の低下、貧
血、高齢や透析の長期化による多数の合併症の併存、活動量低下、ADL 能力の低下を呈すると言われており、
当院透析患者においても、これらが在宅復帰の阻害要因となっているのではないかと推測し調査を行った。【対
象】20 ○○年 4 月 1 日から 20 ○○年 3 月 31 日の 1 年間に当院療養病棟に入院しリハ処方された透析患者
９２名のうち、死亡・急性期病院への転院を除いた 62 名（78 ± 12.6 歳、透析年数 9 ± 8 年、算定区分：脳血
管 25 名・運動器 17 名・廃用症候群 20 名）を対象とし、そのうち自宅等へ退院した患者 33 名を在宅復帰群、
他療養病院転院や入院継続患者 29 名を非在宅復帰群とした。【方法】年齢、FIM、合併症（心疾患・脳血管疾
患・ASO）の有無、血液データ（Alb、Hb、Cre）、透析年数、年齢について二群間で比較した。FIM、血液デー
タ、透析年数、年齢は Mann ‐ WhitneyU 検定を、合併症の有無は Fisher 正確検定を用いた。【結果】在宅復
帰群では非在宅復帰群に比べ FIM 点数、入院時・リハ終了時 Alb、リハ終了時 Cre が有意に高く、入院時・
リハ終了時 Hb、年齢、透析年数、合併症では有意差は認められなかった。【考察】在宅復帰群は非在宅復帰群
に比べ入院時から FIM 点数が高い。このことから入院時の FIM 点数からある程度転帰の予測が可能と考える。
また、ADL 能力の維持・改善、栄養面の改善が在宅復帰に影響を与えていることから、リハ介入・他職種と
の連携が在宅復帰に与える影響は大きいと考えられる。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-8-3　維持期リハ（入院）⑤
自宅退院を目指した退院前訪問指導の現状と課題

1 園田病院　リハビリテーション科，2 園田病院　地域医療連携室，3 園田病院　内科

たにおか ひろし

○谷岡 広志（理学療法士）1，小里 英明 1，橋本 福太郎 1，小林 啓一 1，寺田 菜摘 1，金田 麻 1，近藤 瞳 1，田原 浩樹 2，
島田 淳 2，橋本 創 3

[ はじめに ]
　当院では自宅退院を目標に退院前訪問指導を実施し必要に応じて住宅改修、福祉用具の選定等の環境整備や
家族に生活の仕方等の指導を行っている。今回当院で実施している退院前訪問指導の現状と課題について報告
する。
[ 対象ならびに方法 ]
　平成 30 年 1 月から平成 31 年 4 月の期間に退院前訪問指導を実施した 45 例の内自宅退院された 37 例（男性
18 例、女性 19 例平均年齢 81 ± 8.8 歳）を対象にした。疾患別内訳は骨関節疾患 11 例、脳血管疾患 9 例、心
疾患 5 例、肺炎 4 例、その他 8 例。
[ 結果 ]
37 例に対しのべ 40 回の退院前訪問指導を実施した。入院期間の平均日数は 61.7 日（9 － 292 日）であった。
入院から退院前訪問指導実施までの日数は平均 35.9 日（１－ 187 日）であった。FIM の入院時平均は 60.3 点、
退院時平均は 76.1 点、運動項目の入院時平均は 39.1 点、退院時平均は 53.3 点、認知項目の入院時平均は 21.1 点、
退院時平均は 22.8 点と入院中のリハビリによって改善が見られた。入院時 MMSE は平均 16.9 点、退院時
MMSE は平均 16.1 点と変化は認められなかった。実施内容は、手すりの設置や段差の解消などの自宅改修の
提案、福祉用具の選定、療養上の指導を実施した。
[ まとめ ]
　退院前訪問指導により自宅の療養環境、生活パターンを把握することができた。退院前訪問指導は円滑な退
院に繋げ、退院後もその人らしく在宅生活を継続できるよう支援する重要なリハビリテーションアプローチの
一つであると考えられた。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-8-4　維持期リハ（入院）⑤
脳卒中後の嚥下機能と基本動作能力および栄養状態との関連

1 社会医療法人　原土井病院　リハビリテーション部，2 国際医療福祉大学　福岡保健医療学部　理学療法学科

ばば よしかず

○馬場 慶和（理学療法士）1，金子 秀雄 2

【目的】脳卒中後の嚥下機能評価として嚥下造影検査（VF）が推奨されている。しかし，全対象者が実施する
ことは困難であり，VF を用いた嚥下機能と臨床所見との関連は明らかではない。そこで，VF が行われた脳
卒中患者の嚥下機能の違いが基本動作能力，ADL，栄養状態に及ぼす影響および誤嚥のある脳卒中患者にお
ける不顕性誤嚥の有無に関連する要因を明らかにすることを目的とした。

【方法】2 年間に入院されていた 1294 名から，VF 非実施，脳幹梗塞・出血，クモ膜下出血を除外した 99 名（中
央値年齢 85 歳，男性 53 名，女性 46 名，脳梗塞 83 名，脳出血 16 名）を対象とした。診療録より基本情報，
基本動作能力（ABMS-2），FIM，栄養状態（CONUT 値），摂食嚥下能力グレードを調査し，VF 結果から顕
性誤嚥群，不顕性誤嚥群，誤嚥が確認されなかった非誤嚥群に分類した。3 群間の比較には，Kruskal-Wallis
検定，χ 2 検定，Bonferroni 法を使用し，顕性誤嚥群と不顕性誤嚥群の比較には，Mann-Whitney U 検定，χ
2 検定を用いた。不顕性誤嚥予測因子の抽出は，2 群間で有意差を認めた項目を独立変数，不顕性誤嚥を従属
変数として，年齢と性別で調整したロジスティック回帰分析を行った。各検定の有意水準は 5％とした。

【結果】3 群間において，基本動作能力と摂食嚥下能力グレードに有意差が認められた。顕性誤嚥群と比べ不
顕性誤嚥群の寝返り能力は低く，非誤嚥群と比べて不顕性誤嚥群の起き上がり能力は低いことが分かった。一
方，その他項目は 3 群間で有意差を認めなかった。顕性誤嚥群と不顕性誤嚥群との比較では，基本動作能力と
摂食嚥下能力グレードに有意差が認められ，不顕性誤嚥の関連因子として，基本動作能力と摂食嚥下能力グレー
ドが抽出された。

【結論】不顕性誤嚥群の基本動作能力は低く，顕性誤嚥群と不顕性誤嚥群の間には，基本動作能力と摂食嚥下
能力が関連することが示唆された。

【倫理的配慮】所属機関の承認を得て実施した。
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2-8-5　維持期リハ（入院）⑤
意識レベルが低く気管切開を行っている患者の経口摂取と誤嚥性肺炎の関連性について

富家病院　リハビリテーション室

きみじま りさこ

○君島 理紗子（作業療法士），湯澤 司，川島 麻奈美，武藤 慎太郎，大野 凌，及川 祐貴，冨張 修平

【背景】
嚥下ガイドラインでは、嚥下指導を行う条件として意識レベル Japan Coma Scale（以下 JCS）1 桁であること
等が一般的条件とされ、気管切開が嚥下機能に与える影響としては気道感覚閾値の上昇等が挙げられている。
当院に 3 病棟ある内の 1 つの療養病棟では、34 人中 18 人が気管切開を施行しており、嚥下ガイドラインに沿
わない患者でも医師の指示のもと、リハビリテーションや病棟で経口摂取を行っている。

【目的】
嚥下ガイドラインに沿わない患者の誤嚥性肺炎の発症の有無、経口摂取との関連性について調査・検討した。

【方法・対象】
当院療養病棟入院症例 18 症例をそれぞれ、JCS と経口摂取の有無で群分けした。
A 群（4 症例）：JCS1 桁・経口摂取有、B 群（4 症例）：JCS1 桁・経口摂取無、C 群（4 症例）：JCS2 桁・経口
摂取有、D 群（6 症例）：JCS2 ～ 3 桁・経口摂取無に分け、誤嚥性肺炎の発症について調査した。調査方法は
過去、1 年間のカルテに記載された内容の後ろ向き研究とした。

【結果】
A･C 群は誤嚥性肺炎の発症はなく、B･D 群は 3 人（B 群：1 人、C 群：2 人）が誤嚥性肺炎を発症していた。
C 群は経口摂取中の JCS に変化はないも、酸味のあるものや患者の好きなものを摂取することにより、開眼
時間の延長や注視・追視等が増えた。

【考察】
意識レベルが低い患者にも、味覚刺激や実施前後の口腔ケアで口腔への刺激を入れることにより、経口摂取直
後の開眼時間の延長や注視・追視等が増えており、反応性の向上にも経口摂取が有用であることが考えられる。
また気管切開を行っていることで、気道感覚閾値が上昇し誤嚥性肺炎に繋がることが言われているが、経口摂
取により気道感覚閾値を上回る味覚刺激を行うことで嚥下反射が誘発され、嚥下機能の維持が図れていると考
える。

【まとめ】
気管切開を行っている意識レベルの低い患者にも経口摂取を行うことで誤嚥性肺炎予防の可能性が示唆され
た。
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2-8-6　維持期リハ（入院）⑤
長期入院により重度廃用症候群となり寝たきりとなったが , お楽しみの経口摂取を獲得し , 在宅
復帰に至った一例

1 わかくさ竜間リハビリテーション病院　療法部，2 わかくさ竜間リハビリテーション病院　診療部，
3 わかくさ竜間リハビリテーション病院　療法部　歯科

ふじひら けんたろう

○藤平 健太郎（言語聴覚士）1，坂野 孝義 1，杉口 茂 2，貴島 真佐子 3，錦見 俊雄 2

【はじめに】様々な内科的疾患により長期入院となり , 身体機能および摂食嚥下機能が重度廃用症候群となり ,
当院転院後リハビリ介入をおこなった．その結果 , お楽しみの経口摂取を獲得し在宅生活となった一例を経験
した．

【症例】80歳代,女性．身長150cm,体重58.2kg,BMI 25.9.BI 0点 ,FIM24点（運動13点 ,認知11点）,胃瘻,MASA134
点 , 藤島の嚥下 Gr.3,FOIS レベル 1.

【現病歴】心不全にて入院後 ,4 か月後までは歩行可能であったが , 徐々に ADL 低下．食欲も低下し摂食嚥下障
害も出現し , 食事摂取量低下のため胃瘻増設．その後 , 尿路感染 , 胆石性膵炎発症し , 以降寝たきりとなる．入
院 10 か月後に急性膵炎発症後 , 状態落ち着き当院転院．

【経過】当院入院時 ,PT のみ介入し全身状態に合わせてリクライニング車椅子離床を実施．家族より摂食嚥下
機能評価と経口摂取へのアプローチの希望あり , 嚥下内視鏡検査実施．検査結果から , ごく少量の経口摂取は
可能なレベルと判断し , 入院 1 か月後より ST 介入開始．リクライニング車椅子離床は心不全の悪化があり中
止となる．経口摂取は , 症例の好きなものを夫に持参願い , むせなく数口摂取が可能となった．嚥下能力的に
はプリン等 1 個程度は可能であったが , 認知機能や食事意欲の低下が重度であり , ごく少量の経口摂取にとど
まった．入院時より夫の強い希望により一度は在宅生活を送りたいとのことで , 介護保険サービスの調整をお
こない , 在宅で関わる事業所とのカンファレンスを実施し問題点を共有した．最終的には当院入院後 5 か月で
在宅復帰となった．現在も状態が悪化することなく在宅生活を継続している．

【まとめ】最終的に ADL に大きな変化はなかったが , 患者 , 家族の思いに沿い , 家族への頻回な状態説明やリ
ハビリ見学を通した結果 , 在宅生活のイメージが共有でき ,QOL や満足度が向上し在宅生活が可能となったと
考える．



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-9-1　維持期リハ（入院）⑥
脳卒中後、意志伝達装置を導入した重度構音障害患者の一症例

世田谷記念病院　リハビリテーション部

えびさわ せいいち

○海老澤 誠一（言語聴覚士），堺 琴美

意思伝達装置の使用は主に ALS など神経筋疾患での報告が多く、脳卒中患者においての報告は少ない。また
慢性期脳卒中患者におけるコミュニケーション支援の有効性の報告は少ない。慢性期の重度脳卒中患者に意志
伝達装置を導入して、患者の QOL が向上した症例を経験したので報告する。症例は 54 歳の女性。意識消失
で急性期病院に救急搬送され橋出血と診断される。発症 9 日後に気管切開術を受ける。急性期病院で保存的治
療後、発症 195 日目にリハビリテーション目的で当院医療療養病棟に転院した。当院入院時の身体機能は
FIM41 点、重度両側舌麻痺と左顔面麻痺を認めた。経口摂取レベルは FILS2（間接訓練レベル）であった。
入院時のコミュニケーション手段はスタッフと家族による読唇と部分的に眼球の動きを使用した透明文字盤を
使用していた。読唇も文字盤も時間を要し、症例はストレスにより涙することが度々あった。当院入院 138 日
後に意思伝達装置を導入した。左手にプッシュ型ボタンスイッチを装着したが容易にスイッチが動いてしまう
為、手に巻きつけるスペックスイッチに変更し、第 2 指と第 3 指でボタンを押して文字を入力することで複雑
な内容の伝達が可能になった。また QOL スコアにおいて意志伝達装置導入前と比較して、導入前が 54/70 点、
導入後が 62/70 点でスコアの向上を認めた。重度脳卒中患者においてもわずかな残存機能を使用してコミュニ
ケーション手段を確立できる可能性がある。また脳卒中の慢性期においてもコミュニケーション手段の確立を
通じて患者の QOL が大きく向上する可能性がある。
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2-9-2　維持期リハ（入院）⑥
多系統萎縮症患者へのコミュニケーションツールの選択について 
～ TC スキャン＋トビー PCEyeMini ～

北九州古賀病院　リハビリテーション科

ときかわ たいし

○時川 大史（言語聴覚士），藤澤 都，福田 俊史，末永 彩香

【はじめに】
 重度の表出障害を持っている人にとって，自分の意思を相手に伝える方法を確保することは，自己決定する
ことによって生活の質 (QOL) を高め，活動を広げるために非常に重要である．１) 意思伝達には，物を使わな
いものから，ローテクやハイテクな物まで様々あるが，今回，透明文字盤，頷きや口形をコミュニケーション
ツールとしていた多系統萎縮症患者に対して，本人の希望 ( インターネット使用 ) や認知・身体機能面を考慮し，
コミュニケーションツールを視線入力へとハイテクなものへ変更することとなった．選択までの過程について
報告する．

【症例】
 40 代で多系統萎縮症を発症された 50 代，男性．誤嚥性肺炎を機に 2018 年 11 月に気管切開を施行．2018 年
12 月に当院に入院され，言語聴覚療法が開始となった．認知機能は保たれ日常会話レベルの理解力あり．
RCPM=28/36 点，また質問紙法による意欲評価スケール（CAS より抜粋）では，44/99 点．身体機能は上下
肢振戦・拘縮があり，スイッチ操作は不確実．

【経過】
2018 年 12 月 口形を読み取る．頷きや瞬きでの YES ／ NO 反応．
2019 年 1 月 透明文字盤併用．視線入力訓練開始．
2019 年 5 月 TC スキャン＋トビー PCEyeMini 業者による操作確認 ( 視線の動きやスイッチ操作の有無 )・申
請決定       

【まとめ】
 当院には，TC スキャン＋トビー PCEyeMini が訓練用に購入されており，視線操作が可能な患者様に対して，
評価・訓練で使用できる体制が整っている．ハイテクな機器は，高価であるが，療養生活を送る患者様にとっ
て，セッティングさえされていれば，病棟スタッフとの自発的な意思疎通，また，インターネットを通じ外界
との交流が図れ，活動範囲が広がる．リハビリ専門職として，患者様の機能，希望を理解し，それに合う意思
伝達装置を選択することが重要であると考える．
 

【引用文献】
１）久保健彦：言語聴覚シリーズ 16，AAC，建帛社，p.2，2000
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2-9-3　維持期リハ（入院）⑥
意思伝達困難な症例に対し，覚醒状態チェックシートを活用する事で経口摂取を維持できた一症
例

1 金上病院　リハビリテーション科，2 金上病院　看護部，3 金上病院　医療療養病棟，4 金上病院　医事課

さとう たかみつ

○佐藤 崇光（作業療法士）1，原口 良子 2，小野 雄介 3，菊池 悠伎 4

症例：
86 歳，女性
既往歴：
76 歳，アルツハイマー型認知症
77 歳，急性硬膜下血腫
79 歳，パーキンソン病
85 歳，脳梗塞
現症：
Hoehn・Yahr 重症度分類 stage Ⅴ
Mini Mental State 実施困難
Brunnstrom stage 実施困難，麻痺は軽度
生活自立度 C2
認知症高齢者の日常生活自立度Ⅳ
Bathel Index 0 点
経過：
84 歳で食事摂取にむらが出現し胃瘻造設．昼食のみ介助で経口摂取，朝夕は経管栄養．86 歳にてパーキンソ
ン症状増悪．on・off 現象や昼食時間帯の覚醒不良にて食事摂取量が 20% に減少．処方薬はネオドパストン配
合錠 L100（朝 2- 昼 1- 夕 1）4 錠内服していた．覚醒良好な時間に服薬開始する事で内服薬追加変更や経口摂
取を中止せず継続できないか検討した．
方法：
覚醒良好な時間と経口摂取量の関係を調査する為，覚醒状態チェックシートを作成．チェック項目は主観的に
覚醒状態が良い順で「お話，動く，つぐむ，寝る」の 4 つに分類．調査は 24 時間 10 分間隔で訪室した人が状
態を記載．また昼のネオドパストン配合錠 L100 の服薬時間別で，調査期間① 11:00 ② 9:00 の 2 つに分け覚醒
リズム表を作成，比較した．食事摂取量は目測で記録．
結果：
①②の覚醒リズムに差異は無く，服薬 1 時間後の覚醒状態が良い事がわかった．食事摂取量は① 25% ② 38%
となった．調査後，服薬を食事 1 時間前の 11:30 に変更した所，昼食時の覚醒は良く，食事摂取量は 75% になっ
た．
考察：
日頃「この時間帯は調子が良さそうだ」など主観的に覚醒リズムを感じ取る場面がある．覚醒状態チェックシー
トを活用し客観的に覚醒リズムを捉える事で食事時間に合せた服薬時間を見出し，経口摂取を維持する事がで
きたと考えられる．しかし，チェック時の職員負担や時間帯でチェック率に差があるなどの課題があった．今
後，チェック時間の効率化や介護ロボット活用などで職員負担軽減，調査精度向上が必要と考える．このシー
トの応用として身体拘束者を減らすツールとして利用できないか考えている．
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2-9-4　維持期リハ（入院）⑥
反復した巧緻動作と認知機能との関係性

堺平成病院

ふじわら けん

○藤原 健（作業療法士）

[ 目的 ]
先行研究では、巧緻動作に認知機能が関与していると報告されている。そこで今回、Mini Mental State 
Examination( 以下 :MMSE) の得点が 23 点以下の当院入院中の患者に対し、巧緻動作訓練を実施することで認
知機能が向上するかを検証した。
[ 対象 ]
対象は MMSE の得点が 23 点以下の当院入院患者 22 名 ( 上肢機能障害、視覚障害、進行性疾患、
全身状態が不良な患者を除く )
[ 方法 ]
介入期間は 3 ヶ月間とし、対象を実施群 11 名 ( 平均年齢 84.1 ± 7.8)、非実施群 11 名 ( 平均年齢 80.6 ± 9.1) に
分類し、実施群にはペグボードを使用した巧緻動作訓練を個別リハビリテーションに導入し、1 日 6 分間、1
週間で合計 30 分実施した。実施前と実施 1 ヶ月後に MMSE・Frontal Assessment Battery ( 以下 :FAB) を用
いた評価を実施し、両者の得点の推移を検証した。尚、統計処理には 2 標本 t 検定と対応のある t 検定を用いた。
本研究は当院倫理規定に則り、個人情報保護に十分配慮し、実施した。
[ 結果 ]
実施群では、FAB で有意差があった (p<0.05)。MMSE の得点に関しても平均 18.5 点 ( ± 2.8) から、平均 20.2
点 ( ± 3.3) と、有意差はなかったが向上を認めた (p=0.07)。また、実施群ではペグ操作本数が増加し、巧緻動
作能力に関しても有意な向上があった (p<0.01)。
[ 考察・結論 ]
今回の検証では、反復した巧緻動作訓練が前頭葉機能や巧緻動作能力の向上に繋がることが認められ、MMSE
に関しても、その得点が向上する傾向が示唆された。MMSE は構成や言語など、多岐に渡る脳機能を評価し
ている為、有意な変化を認めなかった可能性が高い。今後は、巧緻動作訓練の種類による変化にも着目し、新
たな検証を試みる必要がある。



第 27 回日本慢性期医療学会 in 大阪
2-9-5　維持期リハ（入院）⑥
私服の着用が闘病意欲、日常生活動作に与える影響について

聖ヶ丘病院

よしはら ゆうや

○吉原 佑哉（作業療法士），中原 義人，佐々 昂典

はじめに
慢性期病院の入院患者において私服着用が闘病意欲、日常生活動作に与える影響について調査したため報告す
る。

対象
平成 30 年 10 月～平成 31 年 4 月に、リハビリを実施した入院患者 100 名（男性 30 名、女性 70 名、平均年齢
84.7 歳）を対象とした。離床、意思疎通困難な患者は除外した。

方法
対象者を無作為に病衣のままでリハビリを実施した群（病衣群 50 名）、私服を着用してリハビリを実施した群

（私服群 50 名）に分類した。両群に対して開始時と 1 ヶ月後の FIM、客観的意欲評価尺度（以下 Vitality 
Index：VI）の点数をｔ検定を用いて比較検討した。また、私服群には 1 ヵ月後にアンケートを実施した。ア
ンケート内容は、生活習慣の変化、リハビリへの意欲、身だしなみへの意識、更衣の行いやすさ、退院への意
識について 5 点満点（1 点低下した、2 点少し低下した、3 点変化なし、4 点少し向上した、5 点向上した）に
て聴取し、Kruskal-Wallis 検定にて比較検討した。

結果
FIM は私服群が平均 7.4 点、病衣群が平均 2.8 点向上した（p<0.05）。VI は私服群が平均 0.5 点、病衣群が平
均 0.6 点向上した。アンケートでは、生活習慣の変化が 3.8 点、リハビリへの意欲 4.0 点、身だしなみへの意識
4.0 点、更衣の行いやすさ 3.5 点であり、退院への意欲は 4.4 点と他 4 項目に対し有意に高い結果となった

（p<0.05）。

考察
田中らは私服の着用によって闘病意欲が向上すると報告しており、慢性期病院の入院患者においても短期間の
私服着用にて、闘病意欲や退院への意欲のみならず生活の自立度の向上にも有効だと考えられる。また退院へ
の意識が強くなる事で、在宅復帰を目標とした具体的な生活動作訓練への移行や退院後の QOL 向上に向けた
取り組み等、より質の高い生活動作訓練の実施に繋がると考えられる。

結語
慢性期病院の入院患者が私服を着用する事は、闘病意欲や日常生活動作の向上に有効であることが示唆された。
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「りっか！みじかき～が！（行こう！水やりに！）」 
～園芸活動を通して～

屋宜原病院

よぎ たかしげ

○與儀 高茂（作業療法士），大城 真吾

【はじめに】
当院の医療療養病棟入院患者における日常生活活動（以下 ADL）や生活の質（以下 QOL）向上に繋げるﾘﾊﾋﾞ
ﾘﾃｰｼｮﾝを提供するため、今回新たに作業療法ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとして園芸活動を導入した結果を報告する。
 

【方法】
園芸活動（ｸﾞﾙｰﾌﾟ活動）
内容：ひまわりのﾌﾟﾗﾝﾀｰ植え
担当：各担当ｾﾗﾋﾟｽﾄ・ﾘﾊﾋﾞﾘ助手
対象者：ﾘﾊﾋﾞﾘ対象入院患者 11 人
場所：病院正面玄関入り口前
 

【結果】
作業開始以前は、日中傾眠傾向にあった患者や、離床に対して消極的な患者が、作業を通して覚醒する時間が
長くなり、作業への興味も示す発言等も聞かれるようになった。また、離床へ消極的な患者も、「りっか！み
じかき～が（行こう！水やりに！）」と自ら離床を希望する場面が増えてきた。普段内気な性格の患者が、自
ら他者やｽﾀｯﾌへｱﾄﾞﾊﾞｲｽする等、積極的な言動がみられた。対象者全員が活動時に笑顔がみられ、作業へ集中
するなどの共通した変化がみられた。
 

【考察】
今回園芸作業を通して、ﾘｰﾀﾞｰ的な言動や積極性が見られるようになった患者、また離床を能動的に行うよう
になった患者は、ｸﾞﾙｰﾌﾟ活動を通して、社会的繋がりを感じ、患者個々が役割を達成し、他者からの賞賛を得
ることで、生きる目的の喪失体験から生きがいへと変化してきたのではないかと考える。
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作業療法士だからこそ、ナラティブアプローチを有効に活用できた症例

千木病院　リハビリテーション

たなべ ともひろ

○棚辺 知宏（作業療法士）

【はじめに】
一ヶ月の臥床と腰痛の影響で意欲が低下した症例に対して、ナラティブアプローチを行なった。結果、離床機
会が増加したため以下に報告する。

【経過】
作業療法士（以下 OT）の「起きてリハビリに行きましょう」という声掛けには「寝とる」「腰痛い」などの
訴えが多かった。離床は食事時のみで、基本的に臥床していることが多い。そこでベッドサイドに置かれてい
た犬の写真から会話を広げた。犬を飼っていたこと、昔は手芸が趣味だったことを知る。開始時は「できん」
などの訴えを認めたが、実際に完成したものを見せることで「かわいいね」などの訴えを認め少しずつ離床を
促すことができた。

【考察】
OT は身体機能の向上や、離床機会の増加を目的に声掛けを行なったが、症例は腰痛や耐久性低下によって、『今
までの経験から今は休んだ方が良い』という気持ちになっていた。そこで OT は症例との思いを擦り合わせる
為にナラティブを意識した面接を実施して生活歴を知り、症例の興味を引き出すことのできる作業を提供した
ことで離床機会が増加したと考える。今回の結果から作業療法にナラティブアプローチを組み合わせることで
より症例のニーズに合った作業を提供できると考えた。


